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（注）人口は平成22年国勢調査による

離島振興対策実施地域の概要

■我が国は6,852の島嶼により構成されている。このうち、離島振興法による離島振興
対策実施地域は 254島（75地域） となっている。

【日本の島嶼の構成】 （平成 24 年 4 月 1 日現在）
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【離島振興対策実施地域の現況】

区分 離島の状況

地域数 75

指定有人島数 254

面積 5,206k㎡

（対全国比） （1.38％）

人口 387千人

（対全国比） （0.30％）

関係市町村数 110

法対象外離島 113島

架橋等 91島

未指定離島※ 22島

※この他に、内水面に存在する沖島（滋賀県）がある。

【法対象外離島113島の内訳】
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現行の離島指定基準について①

■離島振興法第２条により、主務大臣は国土審議会の意見を聴いて離島の地域の全部又は
一部を離島振興対策実施地域として指定できる。

■離島振興対策実施地域の指定基準は、離島振興対策審議会（現国土審議会）により決められ、
ア 外海離島、イ 内海離島、ウ 離島の一部地域、を指定する場合の３つに区分される。

ア 外海離島指定基準（昭和28年10月８日第1回離島振興対策審議会決定）
1. 外海に面する島（群島、列島、諸島を含む。）であること。
2. 本土との間の交通が不安定であること。
3. 島民の生活が強く本土に依存していること。
4. 一ヵ町村以上の行政区画を有する島であること。
5. 前四項の条件を具備した島であって法第一条の目的を速やかに達成する必要があること。

ア‘ 外海離島指定基準第四項に対する緩和基準
（昭和32年６月14日第12回離島振興対策審議会決定）

1.本土との最短航路距離がおおむね５ km以上であるもの。
2.人口おおむね100人以上であるもの。
3.指定について要望のあるもの。

イ 内海離島指定基準（昭和32年６月14日第12回離島振興対策審議会決定）
1. 本土との最短航路距離がおおむね10 km以上であるもの。
2. 定期航路の寄港回数が１日おおむね３回以下であるもの。
3. 人口おおむね100人以上であるもの。
4. 前三項の条件を具備した島であって、法第一条の目的を速やかに達成する必要があるもの。
注）二つ以上の島が同一市町村に属する場合、又は群島、諸島のごとく、類似条件を具備する

と考えられる場合は、これらの島を一括して指定することができる。
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現行の離島指定基準について②

ウ 離島一部地域指定基準（昭和39年1月29日第26回離島振興対策審議会決定）
外海又は内海島しょのうち、その一部に下記の条件を具備する地域を有する場合には、当該地域

を離島振興対策実施地域に指定するものとする。
1. 本土との最短航路距離が、外海の島しょにおいては、おおむね５ km以上、内海の島しょにおい

ては、おおむね10 km以上あるもの。
2. 定期航路の寄港回数が、１日おおむね３回以下であるもの。
3. 主要定期乗合自動車の運航回数が、１日おおむね３回以下であるもの。
4. 指定について要望のあるもの。
5. 前四項の条件をそれぞれ具備した地域であって、後進性が著しく法第一条の目的を速やかに

達成する必要があるもの。
注）一部地域指定に際しては､原則として市町村界(旧市町村界を含む）若しくは、明瞭な地形又

は見透し線等をもって境界線とする。

エ 瀬戸内海の範囲（昭和29年９月10日第４回離島振興対策審議会決定）
瀬戸内海と外海との境界を豊後水道においては大分県岡崎と愛媛県佐田岬、紀伊水道において

は、徳島県孫崎と淡路島門崎並びに淡路島生石崎と和歌山県田倉崎をそれぞれ結ぶ線とする。
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これまでの指定基準及び指定離島の経緯について
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現行指定基準と指定離島の比較について

■現行指定基準は、定量的項目として、人口、最短航路距離、寄港回数等を用いているが、指定
離島における状況は下記のとおりとなっている。

市町村の全ての地域が離島
で、離島振興対策実施地域
に指定されているもの

「全部離島」（６８島）
（例）
佐渡島（新潟県佐渡市）

市町村の一部の区域が離島
で、離島振興対策実施地域
に指定されているもの

「一部離島」（９１島）
（例）
飛島（山形県酒田市）

人口１００人未満
⇒ ２５島

定期便の航路距離が５ｋｍ
未満
⇒ １５島

（定期航路なしは除く）

人口１００人未満
⇒ ５３島
定期便の航路距離が１０ｋｍ未満
⇒ ４７島（定期航路なしは除く）

定期便の寄港回数が３回／日を
超える
⇒ ５８島

指 定 離 島 （２５４島）

外海離島（外海に面している）（１５９島）
内海離島（９５島）

（瀬戸内海の離島等）
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外海離島（一部離島）の人口の推移

■外海離島(一部離島)の人口は減少を続けており、昭和３０年の人口を１００とした場合、平成２２
年には２７となっている。

■人口が１００人未満の外海離島（一部離島）の数は、昭和３０年には３島であったのに対し、平
成２２年には２５島となっている。

出典）離島統計年報より離島振興課作成（指定有人離島（２５４島）ベース） 6



内海離島の人口の推移

■内海離島の人口は減少を続けており、昭和３０年の人口を１００とした場合、平成２２年には３０
となっている。

■人口が１００人未満の内海離島数は、昭和３０年には５島であったのに対し、平成２２年には５３
島となっている。

出典）離島統計年報より離島振興課作成（指定有人離島（２５４島）ベース） 7



未指定の離島について（架橋等で本土と地続きになった離島を除く）①

■ 架橋等で本土と地続きになった離島を除き、未指定の有人離島は、２３島（琵琶湖沖島含む）。
■約３万人の小豆島から、人口数名の離島まで、島の状況には大きな幅がある。
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※ SHIMADAS（（財）日本離島センター）等より作成



未指定の離島について（架橋等で本土と地続きになった離島を除く）②
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※ SHIMADAS（（財）日本離島センター）等より作成



外海離島（一部離島）における航路距離・便数の関係

※外海離島（一部離島）の指定については、便数による制約はない。
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内海離島における航路距離・便数の関係
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指定基準と改正離島振興法について

■本年６月に成立した改正離島振興法において、「目的」や「基本理念及び国の責務」として、
新たに「居住する者のない離島の増加の防止」が規定された。

■主務大臣は、国土審議会の意見を聴いて、第一条の目的を達成するために必要と認める
離島を指定することとされている。

第一条 （目的）

第一条 この法律は、我が国の領域、排他的経済水域等の保全、海洋資源の利用、多様な文化の継承、自然環境の保全、自然との
触れ合いの場及び機会の提供、食料の安定的な供給等我が国及び国民の利益の保護及び増進に重要な役割を担つている離島が、
四方を海等に囲まれ、人口の減少が長期にわたり継続し、かつ、高齢化が急速に進展する等、他の地域に比較して厳しい自然的社会
的条件の下にあることに鑑み、離島について、人の往来及び生活に必要な物資等の輸送に要する費用が他の地域に比較して多額で
ある状況を改善するとともに、産業基盤及び生活環境等に関する地域格差の是正を図り、並びにその地理的及び自然的特性を生かし
た振興を図るため、離島の振興に関し、基本理念を定め、及び国の責務を明らかにし、地域における創意工夫を生かしつつ、その基
礎条件の改善及び産業振興等に関する対策を樹立し、これに基づく事業を迅速かつ強力に実施する等離島の振興のための特別の措
置を講ずることによって、離島の自立的発展を促進し、島民の生活の安定及び福祉の向上を図るとともに、地域間の交流を促進し、も
つて居住する者のない離島の増加及び離島における人口の著しい減少の防止並びに離島における定住の促進を図り、あわせて国民
経済の発展及び国民の利益の増進に寄与することを目的とする。

第一条の二 （基本理念及び国の責務）

第一条の二 離島の振興のための施策は、離島が我が国の領域、排他的経済水域等の保全、海洋資源の利用、多様な文化の継承、
自然環境の保全、自然との触れ合いの場及び機会の提供、食料の安定的な供給等我が国及び国民の利益の保護及び増進に重要な
役割を担つていることに鑑み、その役割が十分に発揮されるよう、厳しい自然的社会的条件を改善し、地域間の交流の促進、居住する
者のない離島の増加及び離島における人口の著しい減少の防止並びに離島における定住の促進が図られることを旨として講ぜられな
ければならない。
２ 国は、前項の基本理念にのっとり、離島の振興のため必要な施策を総合的かつ積極的に策定し、及び実施する責務を有する。

第二条 （指定）

第二条 主務大臣は、国土審議会の意見を聴いて、第一条の目的を達成するために必要と認める離島の地域の全部又は一部を、離島
振興対策実施地域として指定する。
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指定基準についての主な点検の視点（たたき台）

13

○現行指定基準の内容（項目立て・水準※）についての社会・経済情勢の変化を
踏まえた評価。

※主な着眼点：人口規模、隔絶性（航路距離、便数）などの項目立て
項目毎に示す人口100人以上、航路距離10ｋｍ以上などの水準 等

・改正離島振興法第１条（目的規定）に、新たに「居住する者のない離島の増加
及び離島における人口の著しい減少の防止」等が盛り込まれたことへの留意。

・財政難など国の離島関係予算を取り巻く環境が厳しい状況において、離島間の
公平性や、規模から生じる投資効果等の合理的な離島振興施策推進への留意。

○既に指定されている離島で、（評価後の）基準に該当しないこととなったものが
生じた際の取り扱い。

○内水面の離島（現在指定基準が示されていない）の取り扱い。
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